
 道ではこれまで、事務・事業の実施に際し、自ら排出する温室効果ガスの抑制を図る 

  とともに、道民・事業者の取組を促すことを目的に、「道の事務・事業に関する実行 

  計画」を策定し、取組を推進してきました。 

 

 「第5期実行計画」の計画期間は2021年度から2030年度までの10年間とし、2030年 

度における温室効果ガス排出量を、基準年である2013年度の排出量に比べ、50%削 

減することを目標としています。 

 

 2022年度の温室効果ガス排出量は約24万3千トンであり、前年度と比べて約3千トン 

増加しましたが、基準年である2013年度と比べると、約22.1％の削減となっていま 

す。 

 

 前年度と比べた増加要因は、電気の使用量増加によるものです。庁舎等での電気使用 

    量は減少した一方、公園や体育センター、美術館等における電気使用量が増加しまし 

 た。主な要因としては、新型コロナウイルス感染症まん延防止等重点措置の終了によ 

    る、開催イベントや利用者の増加等が影響したと考えられます。 

   

 2022年度の温室効果ガスの排出量の構成割合としては、2020年度における全排出量 

  のうち、約54%が庁舎の照明などで利用する電気、約33%がボイラーなどで利用す 

  る重油や灯油、約7%が公用車などで利用するガソリンや軽油、約6%が航空燃料やガ 

  スなどでの利用に伴うものとなっています。   



 当面の取組の柱としては、全排出量の半分以上を占める電気の使用量削減に向け、庁 

舎の照明のLED化、太陽光発電設備の導入に重点的に取り組むほか、本年度に策定し 

た「道有建築物の脱炭素化指針」に基づき、道庁舎の脱炭素化を進めていきます。ま 

た、保有する公用車のうち、乗用車を2030年度までに100%次世代自動車化すること 

にも取り組んでいきます。 

   

 今年度の取組状況ですが、 

 庁舎等における照明設備のLED化については、175施設に合計31,000台を導入しま 

 す。 

 太陽光パネルの導入については、昨年度に設置可能性調査をした結果として、１施設 

の屋上にPPA方式での導入を試みるとともに、約30施設に野立てによる設置可能性調 

査を実施します。また、上川、留萌、オホーツク、十勝の4つの振興局に太陽光パネル 

を設置したカーポートと組み合わせて災害時などに庁舎への電力供給を可能とする仕 

組みを導入します。 

 道有施設のZEB化については、北海道消防学校、室蘭建設管理部苫小牧出張所、深川警 

察署庁舎の3施設のZEB化工事を実施します。 

 公用車の次世代自動車については、太陽光パネル付きカーポートを導入する4つの振興 

局に電気自動車を導入します。また、公用車の次世代自動車化推進に向けた効果的な 

導入のあり方を検討、協議するための検討会を設置し、情報の共有及び課題等の把握 

を進めています。 

 

 最後に、参考資料となりますが、道における乗用自動車の次世代自動車化状況及び再 

エネ発電設備の発電状況について掲載しますので、ご参照ください。 

    



 


